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国内経済アップデート
中東リスク下でもAI関連需要が国内経済を下支え

1/1

2026年6月2日

供給制約の影響は一部に顕在化も、AI関連需要が生産活動を押し上げ
中東情勢の悪化は、①エネルギー価格の高騰、②ナフサに象徴される原材料の供給制約、という「ダブ

ルショック」を通じて、日本経済に対する下押し圧力として作用しています。とりわけ日本はエネルギー
資源の輸入依存度が高く、原油価格の上昇は交易条件の悪化を通じて企業収益および実質所得を圧迫しや
すい構造にあります。実体経済の動きをみると、鉱工業生産の一部ではこうした影響が既に顕在化してい
ます。石油・石炭製品工業や無機・有機化学工業などのエネルギー・素材産業において顕著な生産の下振
れが確認されており、コスト増および原材料の調達難の影響が生産面に波及していることがうかがえます。

一方で、こうした下押し圧力にもかかわらず、生産活動全体は崩れていません。背景には、AI・半導体
関連を中心とするデジタル関連分野の力強い需要があります。半導体製造装置や電子部品・デバイスなど
の生産は高い伸びを維持しており、構造的な設備投資需要の拡大がエネルギー・素材セクターの落ち込み
を一定程度相殺する形で、鉱工業生産全体としては底堅さを保っています。このように、今回の日本経済
は、従来の資源価格上昇局面とは異なる様相を呈しています。過去の局面では、エネルギー価格の高騰が
広範な需要減退と生産縮小を引き起こし、景気全体の減速に直結するケースが多く見られました。しかし
ながら足元では、AI関連投資という構造的かつグローバルな需要の拡大が存在しており、これが外生的
ショックに対する耐性を高めていると言えます。

（出所）経済産業省

主な生産指数の前月比変化（2026年3月→4月）
（%）

鉱工業生産指数

（出所）経済産業省

（%） （円/米ドル）

※使用 ※2026年3月から4月の変化幅

（2020年1月～2025年5月）（2020年=100）
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